
平成２８年度水産関係補正予算の概要

平成28年８月
水 産 庁

総額 ５６２億円

公共 ２０５億円
非公共 ３５７億円

１ 「ＴＰＰ関連政策大綱」の着実な実施

○ 水産業競争力強化緊急事業 ２５５億円

① 広域浜プランの策定等に対する支援 ４億円

・ 広域的な漁村地域が連携して取り組む浜の機能再編
や中核的担い手の育成を目指す広域浜プランの策定、
収入向上・コスト削減の実証的取組（養殖用生餌の安
定供給等）を支援

② 水産業競争力強化のための機器等導入に対する支援
４０億円

・ 生産性の向上、省力・省コスト化に資する漁業用機
器等の導入を支援

③ 水産業競争力強化のための施設整備 ６１億円

・ 高鮮度化、産地市場統廃合等による競争力強化を図
るための共同利用施設の新設・改築、既存施設の撤去
を支援

④ 水産業競争力強化のための漁船導入に対する対策
１４３億円

・ 広域浜プランに基づく担い手へのリース方式による
漁船の導入や国際水準に見合った漁船の導入を支援

⑤ 水産業競争力強化のための金融支援 ６億円

・ 漁業用機器や漁船の導入に係る借入資金の実質無利
子化等を支援

２ 水産業の輸出力の強化

○ 水産物輸出拡大緊急対策事業 ９５億円

① 水産物輸出促進のための基盤整備＜一部公共＞７５億円

・ 今後、輸出拡大が見込まれる大規模な拠点漁港・港
湾における集荷・保管・分荷・出荷等に必要な共同利
用施設等の整備を支援

1



② ＨＡＣＣＰ対応のための施設改修等支援事業 ２０億円

・ 輸出先国のＨＡＣＣＰ基準を満たすための水産加工
・流通施設の改修等を支援

（関連対策）
① 品目別輸出促進緊急対策事業費 ３０億円の内数

・ 輸出先国の品質・衛生条件への適合に必要な機器整
備、海外でのプロモーション活動、輸出重点品目の減
産防止対策や効果的な資源の増大方法の実証等を支援

② 国際的に通用する認証取得の拡大のうち、我が国発の水
産エコラベル認証の取得推進 ４億円の内数

・ 我が国発の水産エコラベル認証の国際標準化に向け
て、その認証取得費、講習会の開催、普及指導員の育
成、国内外事業者及び消費者等に向けての水産資源情
報の提供体制の整備に要する経費を支援

３ 水産日本の復活

① 漁業構造改革総合対策事業 ３４億円

・ 新しい操業・生産体制への転換を促進するため、高
性能漁船の導入等による収益性向上を支援

② 水産基盤整備事業＜公共＞ ４０億円

・ 拠点漁港における衛生管理対策、資源回復のための
漁場整備を推進。

③ 韓国・中国等外国漁船操業対策事業 ４０億円

・ 外国漁船が投棄した漁具等の回収・処分、外国漁船
の操業状況の調査・監視等を支援

４ 防災・減災対策の加速化

○ 漁業地域における防災・減災対策の推進

① 水産基盤整備事業＜公共＞ ５０億円

・ 漁港における地震・津波・台風等の自然災害に備え、
岸壁等の耐震化、粘り強い構造を持つ防波堤等の整備
を支援

② 漁港関係等災害復旧事業＜公共＞ ４５億円

・ 豪雨・台風等の被害に係る漁港等の災害復旧事業等
を早期に実施
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③ 漁港海岸事業＜公共＞ １億円

・ 海岸堤防の嵩上げや耐震対策を推進

５ 熊本地震からの復旧・復興

① 強い水産業づくり交付金 ３億円

・ 平成28年熊本地震により被災した水産業共同利用施
設の整備又は修繕等、被災地域の主力漁獲物であるノ
リ生産の経営再開のための、ノリ乾燥機の点検・整備
等を支援。

② 漁港関係等災害復旧事業＜公共＞ ４５億円の内数

・ 平成28年熊本地震により被災した漁港等の災害復旧
事業を早期に実施。

3



水産業競争力強化緊急事業
【２５，５００百万円】

対策のポイント
水産業の競争力強化を図るため、持続可能な収益性の高い操業体制への転

換の取組を支援します。

＜背景／課題＞
・「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」に即し、意欲ある漁業者が将来にわたり希望を持っ
て漁業経営に取り組むことができるよう水産業の体質強化を図ることが重要です。

・このため、浜の広域的な機能再編等を通じて持続可能な収益性の高い操業体制への転
換を進めることが必要です。

政策目標
平成32年までに１経営体当たりの生産額を10％以上向上

＜主な内容＞

１．広域浜プラン緊急対策事業 ４１６百万円
複数の漁村地域が連携して取り組む浜の機能再編や中核的担い手の育成を推進す

るための「浜の活力再生広域プラン」の策定を支援します。
当該プラン等に基づき意欲ある漁業者が実施する収入向上・コスト削減の実証的

取組（養殖用生餌の安定供給、機能再編等）を支援します。
補助率：定額、１／２

事業実施主体：民間団体等

２．競争力強化型機器等導入緊急対策事業 ４，０００百万円
「浜の活力再生広域プラン」等に基づき、意欲ある漁業者が生産性の向上、省力

・省コスト化に資する漁業用機器等を導入する場合に支援します。
補助率：定額、１／２

事業実施主体：民間団体等

３．水産業競争力強化緊急施設整備事業 ６，１００百万円
「浜の活力再生広域プラン」に基づき、競争力強化のために必要となる施設の整

備、産地市場の統廃合等を推進するために必要な施設の整備及びそれら施設に関連
する旧施設の撤去を支援します。

補助率：１／２以内等

事業実施主体：都道府県、市町村、漁業協同組合等

４．水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業 １４，２５０百万円
（１）浜の担い手漁船リース緊急事業

浜が連携して水産業の競争力強化を図るため、「浜の活力再生広域プラン」に基
づき、中核的漁業者として位置づけられた者が所得向上に取り組むために必要な
中古漁船又は新造漁船を円滑に導入できるよう支援します。

（２）漁船漁業構造改革緊急事業
漁船漁業の競争力強化を図るため、「漁船漁業構造改革広域プラン」に基づき、

中核的漁業者として位置づけられた者が収益性向上に取り組むために必要な中古
漁船又は新造漁船を円滑に導入できるよう支援します。

補助率：定額、１／２

事業実施主体：民間団体

［平成28年度補正予算の概要］
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［平成28年度補正予算の概要］

５．水産業競争力強化金融支援事業 ６３６百万円
２又は４の事業により、漁船の建造・取得・改修、漁業用機器等の導入を図る漁

業者等が借り入れる資金について、実質無利子や無担保・無保証人等での融資が可
能となるよう支援します。

融資枠：１８１億円

保証枠：１５３億円

補助率：定額、１／２

事業実施主体：民間団体

（注） １、２、４及び５の事業については、民間団体に基金を造成し、複数年度の事
業実施を可能とするなど弾力的な運用を行います。
補助率：基金管理団体へは定額（支援対象者へは、事業費の定額、１／２以内 等）

基金管理団体：民間団体

支援対象者：「浜の活力再生広域プラン」等に基づき水産業の競争力強化に取り
組む漁業者または漁業者団体 等

３の事業については、都道府県へ交付します。

お問い合わせ先：
１の事業 水産庁防災漁村課 （０３－６７４４－２３９２）

水産庁栽培養殖課 （０３－６７４４－２３８３）
２の事業 水 産 庁 企 画 課 （０３－６７４４－２３４１）
３の事業 水産庁防災漁村課 （０３－６７４４－２３９１）

水産庁加工流通課 （０３－３５９１－５６１２）
水産庁栽培養殖課 （０３－３５０１－３８４８）

４の事業 水産庁研究指導課 （０３－６７４４－２０３１）
５の事業 水産庁水産経営課 （０３－６７４４－２３４７）
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広域浜プラン（浜の活力再生広域プラン・漁船漁業構造改革広域プラン）

水産業競争力強化緊急事業

＜プランに基づき以下の事業を実施＞
水産業競争力強化

緊急施設整備事業

「浜の活力再生広域プラ
ン」（主に沿岸漁業）に基づ
き、高鮮度化、産地市場統
廃合等による競争力強化
を図るための共同利用施設
の新設・改築、既存施設の
撤去を支援

水産加工処理施設

（補助対象施設例）

産地市場

自己負担部分に係る融資について実質無利子化等を措置

給氷基地
活魚出荷拠点荷揚げはＡ浜に集約

船だまりのみとする 流通拠点

活魚出荷は陸送で
Ｂ浜に集約

広域での浜の機能再編

Ａ浜

Ｂ浜

中核的漁業者への
円滑な漁船導入

産地市場
・加工団地

リース

浜の担い手漁船
リース緊急事業

「浜の活力再生広域プラ
ン」（主に沿岸漁業）に基
づき、中核的漁業者への
リース方式による漁船の
導入を支援

漁船漁業構造改革

緊急事業

「漁船漁業構造改革広域
プラン」（主に沖合・遠洋漁
業）に基づき、中核的漁業
者への国際水準に見合っ
た漁船の導入を支援

国

支援

国

支援

広域な漁村地域が連携して取り組む浜の機能再編や
中核的漁業者の育成、漁船漁業の構造改革を推進

 施設の再編整備等を推進
 中核的漁業者を認定し、漁船の導入促進
 収入向上・コスト削減の実証的取組（養殖用生餌の安定供給、機能再編

等）への支援及び漁業用機器等の導入促進

「浜の活力再生広域プラ
ン」等に基づき、生産力の
向上、省力・省コスト化に
資する漁業用機器等の導
入を支援

競争力強化型機器等

導入緊急対策事業

国

漁業用機器の例

支援
船内機

自動いか釣り機

【平成28年度補正予算額：２５，５００百万円】

沿岸漁船 沖合・遠洋漁船
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水産物輸出拡大緊急対策事業
【９，５００百万円】

対策のポイント
ＴＰＰ大筋合意を踏まえ、水産物の輸出拡大を図るため、大規模流通・輸

出拠点漁港等の整備や水産加工施設のＨＡＣＣＰ対応の推進を支援します。

＜背景／課題＞
・ＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ協定）を契機として、水産物については相手国の
関税が即時又は短期間で撤廃されることから、高品質な我が国水産物の一層の輸出拡
大を推進することが重要です。

・このため、水産物・水産加工品輸出拡大協議会の主導のもと、大規模流通・輸出拠点
漁港等の整備、輸出に必要な水産加工施設のＨＡＣＣＰ対応を総合的に推進すること
が必要です。

政策目標
水産物の輸出金額を平成31年（平成32年から１年前倒し）までに3,500億円

に拡大

＜主な内容＞
１．水産物輸出促進緊急基盤等整備事業＜一部公共＞ ７，５００百万円

（うち公共７，０００百万円）
（１）水産物輸出促進緊急基盤整備事業＜公共＞

大規模流通・輸出拠点漁港（特定第３種漁港等）を核とした地域において、一
環した衛生管理の下、集荷・保管・分荷・出荷等に必要な共同利用施設等の一体
的整備を推進します。

（２）水産物輸出拡大施設整備事業
陸揚量が多い港湾を核とした地域において、地域の多様な主体が連携を図り、

一貫した衛生管理の下、港湾管理者等の行う岸壁等の整備と連携して、集荷・保
管・分荷・出荷等に必要な共同利用施設等の一体的整備を推進します。

国費率：１／２等

事業実施主体：国、地方公共団体、水産業協同組合

２．水産物輸出促進緊急推進事業（ＨＡＣＣＰ対応のための施設改修等支援事
業） ２，０００百万円
輸出先国のＨＡＣＣＰ基準への対応を目指す水産加工業者等に対し、水産加工

施設の改修等を支援します。
補助率：１／２以内

事業実施主体：民間団体等

（関連対策）

１．農林水産物の品目別輸出促進緊急対策のうち、水産物関係
２，９９７百万円の内数

水産物・水産加工品輸出拡大協議会の主導のもと、計画的な輸出に取り組む水
産加工業者等に対する輸出先国の品質・衛生条件への適合に必要な機器整備、輸
出先国のニーズ等に合わせた海外でのプロモーション活動の実施及び輸出戦略上
の重点品目であるホタテ、ナマコについて安定した生産量の確保を目的とした減
産防止対策や効果的な資源の増大方法の実証等について支援します。

委託費、補助率：定額、１／２以内

委託先、事業実施主体：民間団体等

【平成28年度補正予算の概要】
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２．国際的に通用する認証取得の拡大のうち我が国発の水産エコラベル認証の取
得推進 ３８８百万円の内数

我が国発の水産エコラベル認証の国際標準化に向けて、その認証取得、講習会
の開催、普及指導員の育成並びに国内外事業者及び消費者等に向けての水産資源
情報の提供体制の整備に要する経費を支援します。

補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

お問い合わせ先：
１の事業 水産庁計画課 （０３－３５０２－８４９１）
２の事業 水産庁加工流通課 （０３－３５０２－８４２７）
関連対策１の事業 水産庁加工流通課 （０３－３５０２－８４２７）

水産庁漁場資源課 （０３－３５０２－８４８６）
水産庁栽培養殖課 （０３－３５０１－３８４８）

関連対策２の事業 水産庁企画課 （０３－６７４４－２３４３）
水産庁漁場資源課 （０３－３５０２－８４８６）

【平成28年度補正予算の概要】
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水産物輸出拡大緊急対策事業
水産物の輸出戦略に基づき、水産物・水産加工品輸出拡大協議会の主導の下、輸出促進による競争力強化を図るため、

◆水産物輸出促進緊急基盤等整備事業〈一部公共〉
大規模流通・輸出拠点漁港（特定第３種漁港等）を核とした地域等で、周辺の産地からの水産物も取り込み、一貫した高度衛生

管理の下、集荷・保管・分荷・出荷等に必要な施設を一体的に整備（輸出体制を短期間に構築するため、荷さばき施設、製氷施設
等の整備を支援）

◆水産物輸出促進緊急推進事業（ＨＡＣＣＰ対応のための施設改修等支援事業）

輸出先国のＨＡＣＣＰ基準に対応するための水産加工・流通施設の改修等を支援
◆農林水産物の品目別輸出促進緊急対策等（関連対策）

輸出先国の品質・衛生条件への適合に必要な機器整備の支援、海外でのプロモーション活動、ホタテ、ナマコの安定生産確保
対策、我が国発の水産エコラベル認証の国際標準化に向けた認証取得支援等を実施

【平成28年度補正予算額：９，５００百万円】
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漁業構造改革総合対策事業
【３，４０２百万円】

対策のポイント
漁業の競争力を強化し国際規制に対応するため、高性能漁船の導入等によ

る収益性向上の実証への取組に必要な経費を支援します。

＜背景／課題＞

・我が国の漁業は、輸入水産物や外国漁船との競合、資機材の高騰など、厳しい経営環

境にあります。

・このため、将来にわたる水産物の安定供給を確保し、地域の主要産業である漁業の競

争力を強化するために、収益性の高い操業・生産体制への転換を早急に図る必要があ

ります。

政策目標
収益性の高い操業・生産体制への転換を促進

＜主な内容＞

漁業者の新しい操業・生産体制への転換を促進するため、高性能漁船の導入等による

収益性向上の実証の取組を支援します。

補助率：定額、用船料相当額の１／２、１／３以内等

事業実施主体：特定非営利活動法人 水産業・漁村活性化推進機構

［お問い合わせ先：水産庁研究指導課 （０３－６７４４－０２０５）］

［平成28年度補正予算の概要］
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漁業者の新しい操業・生産体制への転換を促進するため、高性能漁船の導入等により、
収益性向上の実証への取組を支援。

漁業構造改革総合対策事業

網船

探索船

従来船団
（４隻 ５２人）

網船兼運搬船

運搬船兼探索船

改革計画の策定

・生産者、流通・加工業者等が一体となって、地域の
漁業・養殖業の改革計画を策定

合理化船団
（２隻 ３３人）

運搬船２隻

船
団
縮
小
に
よ
る

操
業
の
合
理
化

従来漁業者 協業体

管
理
費

予備
漁具

漁船

管
理
費

予備
漁具漁船

管
理
費

予備
漁具漁船

漁船

管
理
費

予備
漁具

漁船

漁船

協
業
化
に
よ
る

コ
ス
ト
削
減

予備
漁具

もうかる漁業創設支援事業の実施

〈運航経費〉

人件費
燃油費
えさ代
氷代
魚箱代
その他資材費
販売費
その他経費

基
金
か
ら
助
成

用
船
料
相
当
額
の

１
／
３
，
１
／
２
等
を

補
助
金
か
ら
助
成

〈用船料相当額〉
減価償却費
漁具等償却費
消耗品費
修繕費 など

（補助）

返
還
は
不
要

水揚金

（自己負担分）

（補助）

基
金
に
返
還

経費 収入

【平成28年度補正予算額：３，４０２百万円】
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水産基盤整備事業（公共）
【１５，９５０百万円】

対策のポイント
・ＴＰＰ協定の発効を見据えて、水産物の輸出拡大を図るため、大規模流通
・輸出拠点漁港において、衛生管理対策等を推進します。
・水産日本の復活に向けて、国内水産物の競争力強化を図るため、拠点漁港
の衛生管理対策や水産資源の回復対策を推進します。
・自然災害に強く安全で安心な漁業地域の実現に向けて、漁業地域における
防災・減災対策や長寿命化対策を推進します。

＜背景／課題＞
・ＴＰＰ協定の発効を見据えて、高品質な我が国水産物の一層の輸出拡大を図るため、
大規模流通・輸出拠点漁港において、衛生管理対策や流通機能の高度化を図ることが
必要です。

・水産日本の復活を実現し、国内水産物の競争力強化を図るため、拠点漁港における衛
生管理対策、水産資源を回復するための漁場整備が必要です。

・南海トラフ等の切迫した大規模地震・津波、近年の急速に発達する低気圧や台風等の
異常な気象災害等による施設被害や地域産業への影響を最小限に抑えるため、漁業地
域における防災・減災対策が必要です。

政策目標
○流通拠点漁港における高度に衛生管理される水産物の取扱量の増加
（29％（平成21年度）→概ね70％（平成28年度））

○水産物輸出額の拡大
（1,700億円（平成24年） → 3,500億円（平成32年））

○水産環境整備による水産資源の生産力向上
（概ね11万トンの増産（平成28年度））

○流通拠点漁港における陸揚岸壁の耐震化の推進
（20％（平成21年度）→概ね65％（平成28年度））

＜主な内容＞

１．水産物輸出促進緊急基盤整備事業 ７，０００百万円
大規模流通・輸出拠点漁港（特定第３種漁港等）を核とした地域において、一貫

した衛生管理の下、集荷･保管･分荷･出荷等に必要な共同利用施設等を一体的に整備
します。

直轄漁港整備事業 ９００百万円
水産流通基盤整備事業 ６，１００百万円

国費率：10／10、２／３、１／２

事業実施主体：国、地方公共団体等

[平成28年度補正予算の概要]
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[平成28年度補正予算の概要]

２．国内水産物の衛生管理や資源回復のための基盤強化対策 ４，０００百万円
国内水産物の競争力強化を図るため、拠点漁港における衛生管理対策等を推進し

ます。また、海域全体の生産力の底上げなど資源回復のための漁場整備を推進しま
す。

フロンティア漁場整備事業 ３００百万円
水産流通基盤整備事業 ６９０百万円
水産生産基盤整備事業 ９００百万円
水産環境整備事業 ２，１１０百万円

国費率：10／10、１／２等

事業実施主体：国、地方公共団体

３．自然災害に備えた漁港施設の防災・減災対策 ４，９５０百万円
地震・津波、台風等の自然災害に強く、安全で安心な漁業地域の実現に向けて、

岸壁等の耐震化や粘り強い構造をもつ防波堤など漁港施設の防災・減災対策や長寿
命化対策を推進します。

直轄漁港整備事業 １２０百万円
水産流通基盤整備事業 ５５１百万円
水産生産基盤整備事業 １，０６９百万円
水産物供給基盤機能保全事業 １，２８０百万円
漁港施設機能強化事業 １，８８０百万円
水産環境盤整備事業 ５０百万円

国費率：10／10、１／２等

事業実施主体：国、地方公共団体

［お問い合わせ先：水産庁計画課 （０３－３５０２－８４９１）］
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水産基盤整備事業

① ＴＰＰ協定の発効を見据えて、水産物の輸出拡大を図るため、大規模流通・輸出拠点漁港において、衛生管理対策等を推進。
② 水産日本の復活に向けて、国内水産物の競争力強化を図るため、拠点漁港の衛生管理対策や水産資源の回復対策を推進。
③ 切迫した大規模地震・津波、近年の急速に発達する低気圧や台風等の自然災害に強く、安全で安心な漁業地域の実現に向け

て、漁業地域における防災・減災対策や長寿命化対策を推進。

波浪による越波

地震による倒壊

③防災・減災対策：４，９５０百万円

拠点漁港の衛生管理対策

資源回復対策

岸壁の耐震化

粘り強い構造を持つ防波堤

対
策

対
策

②競争力強化：４，０００百万円

国内水産物の競争力強化を図るため、拠点漁港
における衛生管理対策等を推進。
また、海域全体の生産力の底上げなど資源回復

のための漁場整備を推進。

漁業地域における緊急的な防災・減災対策として、
施設の耐震化や粘り強い構造を持つ防波堤等の整
備や戦略的な長寿命化対策を推進。

①ＴＰＰ対策：７，０００百万円

「大規模流通・輸出拠点漁港」（特定第３種漁港
等）を核とした地域において、周辺の小規模な産地か
らの水産物も取り込み、一貫した衛生管理の下、集
荷・保管・分荷・出荷等に必要な共同利用施設等に
ついて、一体的に整備。

大規模流通・輸出拠点漁港における施設の一体的な整備

高水温による
海藻類の枯死

植食性魚類
(アイゴ等)の増加

対
策

衛生管理対策が
不十分な漁港

○進入車両による混雑
や排ガス、不特定多数
の来場による危害混入

○鳥糞等の危害の混入
や日射による品質低下

密閉型荷さばき所
清浄海水給水栓

・室内温度の適正管理

陸揚げ

・車両等進入防止
・鳥獣進入防止

・鳥獣進入防止
・防暑・防塵・防雨対策
・清浄海水の導入

出荷荷さばき対
策

生活史
メバル・カサゴ・ヒラメなど

藻場・干潟等の良好な生息空間の創出による
水産資源の回復・増大

藻場の回復・創出

フロンティア漁場整備
（ズワイガニの保護礁）

干潟

藻場
産
卵

仔
魚

未成魚

漁場の整備
成魚

増殖場の整備

底質改善

【平成28年度補正予算額：１５，９５０百万円】

14



韓国・中国等外国漁船操業対策事業
【４，０００百万円】

対策のポイント
我が国周辺海域における外国漁船の操業に対応するための漁業者の取組を

支援します。

＜背景／課題＞

・外国漁船による無秩序な操業は、我が国周辺水域における水産資源管理の取組や円滑

な漁場利用を行う上で、大きな障害となっています。

・このため、外国漁船の影響を受けている漁場の機能回復や漁業者の経営安定・被害救

済のための対策を支援し、我が国漁業の競争力を強化することが必要です。

政策目標

外国漁船の操業による影響を受けている漁業の経営安定

＜主な内容＞

漁業者による外国漁船の投棄漁具等の回収・処分、外国漁船の操業状況の調査・監視

等の外国漁船対策を支援します。

補助率：定額

事業実施主体：一般財団法人 日韓・日中協定対策漁業振興財団

［お問い合わせ先：水産庁漁業調整課 （０３－３５０２－８４６９）］

［平成28年度補正予算の概要］
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急増する韓国・中国等の漁船により影響を受けている漁場の機能回復や日韓漁業交渉中断等に
伴う我が国漁業者の経営安定・被害救済のための対策を支援。

韓国・中国等外国漁船操業対策事業 【平成28年度補正予算額：４，０００百万円】

効 果
○漁場機能回復管理協力

外国漁船の投棄漁具等
の回収・処分等への支援
（用船料や処分費等）

韓国漁船等による投棄漁具

○漁業経営安定化支援

緊急避泊する外国漁船による被害を軽減する
ための監視活動等への支援（用船料等）

・資源回復による
漁場拡大

・漁業生産量の
増加

・経営の安定

○外国漁船被害救済支援

外国漁船の操業状況調査・監視、外国漁船に
よる漁具・施設被害の復旧支援等への支援（用
船料等）

国

事業主体：
一般財団法人日韓・日中
協定対策漁業振興財団

○基金の管理・運用
○事業計画の承認及び

指導・助言
○事業計画に基づく事業

実施にかかる経費の
助成

補助金（補助率：定額）

事業実施者（漁協等）

○事業計画の策定
○事業計画に基づく事業
実施

事業費

事業内容 事業スキーム
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漁港関係等災害復旧事業（公共）
【４，４６６百万円】

対策のポイント
台風、地震等により被災した漁港や海岸等を早期に復旧するため、災害復

旧事業を実施します。

＜背景／課題＞
・台風、地震等により漁港や海岸等が被災した場合に、水産物供給機能の回復等を図る
ため、災害復旧事業による早期の復旧が必要です。

政策目標
地域住民の生活の安定と水産物の安定供給体制の速やかな復旧

＜主な内容＞

１．漁港、海岸等の災害復旧事業 ４，４２１百万円
台風、地震等により被災した漁港や海岸等の災害復旧を実施します。

国費率（基本）：４/５、２/３、6.5/10

事業実施主体 ：都道府県、市町村

２．漁港、海岸等の災害関連事業 ４５百万円
漁港や海岸等の災害復旧事業の実施のみでは、再度災害の防止に十分な効果が期

待できないと認められる場合に、当該被災箇所又はこれを含めた一連の施設につい
て、構造物の強化等を行う災害関連事業を実施します。

国費率（基本）：５/10

事業実施主体：都道府県、市町村

[お問い合わせ先：水産庁防災漁村課 （０３－３５０２－５６３８）]

［平成28年度補正予算の概要］
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漁港海岸事業（公共）
【５０百万円】

対策のポイント
津波、高潮等による被害で、人命や国民の生活に大きな支障が生じるおそ

れのある地域において、海岸保全施設の整備を推進し、災害対応の強化を図

ります。

＜背景／課題＞

・我が国は台風の常襲地帯であり、かつ地震多発地帯にあるため、高潮や津波による海

岸災害が頻発しています。また、海岸侵食も全国的に顕在化しています。

・大規模自然災害に対して、ハード対策とソフト対策を組み合わせた防災・減災対策を

強化していく必要があります。

・熊本地震や東日本大震災からの復興や防災対応の強化などの加速を図る必要がありま

す。

政策目標
○安全で活力ある漁村づくり

○漁業地域の防災機能・減災対策の強化

○海岸堤防の整備率 69％（平成32年度）

＜主な内容＞

海岸保全施設整備事業（高潮対策事業） ５０百万円
南海トラフなどの自然災害リスクが高い箇所の海岸について、堤防の嵩上げや耐震

対策等を緊急的に実施します。

補助率：２／３等

事業実施主体：地方公共団体

［お問い合わせ先：水産庁防災漁村課（０３－３５０２－５３０４）］

［平成28年度補正予算の概要］
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漁港海岸事業 【平成28年度補正予算額： ５０百万円】

【海岸保全施設の耐震対策のイメージ】

【津波対策】

【高潮対策】

海側陸側海側陸側

海側

陸側

海側 陸側 海側 陸側

軽量盛土

鋼管杭

コンクリ ート 補強

緊急輸送路海側 陸側

南海トラフなどの自然災害リスクが高い箇所の海岸について、堤防の嵩上げ
や耐震対策等を緊急的に実施することにより、災害対応の強化を図る。

津波浸入状況（平成23年 宮城県渡波漁港海岸） 海岸堤防による津波浸入の防止

台風による高波災害
（平成16年 大分県臼杵漁港海岸） 堤防嵩上げによる越波の防止

津波、高潮対策等を推進するための海岸保全施設の整備
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強い水産業づくり交付金

（平成28年熊本地震）

【２９９百万円】

対策のポイント

平成28年熊本地震により被災した共同利用施設の再建（整備又は修繕）等

を支援します。

＜背景／課題＞

・平成28年熊本地震により、荷さばき施設等の共同利用施設も被害を受けたところです。

・被災地域における水産業の速やかな復旧を図る上で、共同利用施設の整備やノリ乾燥

機の地域ぐるみで行う計画的・効率的な復旧を強い水産業づくり交付金において支援

することが必要です。

政策目標

被災地域における漁業生産の復興を目指す（漁業生産が被災前に比べて概

ね同程度以上に回復すること）

＜主な内容＞

１．熊本地震被災水産業共同利用施設整備等対策事業 ２６２百万円

平成28年熊本地震で被災した地域における漁業生産回復に向けた取組に必要な共

同利用施設の再建について支援します。

また、共同利用施設の整備に伴う被災施設の撤去等の費用も特例的に支援します。

交付率：県へは定額（事業実施主体へは事業費の１／２以内等）

事業実施主体：県、市町村、水産業協同組合等

２．熊本ノリ養殖業経営再開準備緊急支援対策事業 ３８百万円

平成28年熊本地震で被災したノリ乾燥機の地域ぐるみで行う計画的・効率的な点

検・整備について支援します。

交付率：定額（１／２以内）

事業実施主体：県、漁連等により組織される協議会

お問い合わせ先：

１の事業 水産庁防災漁村課 （０３－６７４４－２３９１）

２の事業 水産庁栽培養殖課 （０３－３５０２－０８９５）

［平成28年度補正予算の概要］
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① 平成２８年熊本地震により荷さばき施設等の施設が被害を受けたことから、被災地域における水産業の
速やかな復旧を図るため、被災した水産業共同利用施設の整備又は修繕等を支援する。

② 平成28年熊本地震で被災したノリ産地全体を計画的・効率的に復旧するため、ノリ乾燥機を点検・整備す
るための計画の策定及び点検・整備に係る掛増し経費を支援する。

強い水産業づくり交付金（平成28年熊本地震）
【平成28年度補正予算額： ２９９百万円】

被災した水産業共同利用施設の整備又は修繕等
を支援

・荷さばき施設（ノリ集荷施設・倉庫）

施設外壁及び内壁、天井等破損

・養殖施設（ウナギ養殖池）

養殖池の破損等

ノリ乾燥機

①熊本地震被災水産業共同利用施設整備等対策事業

（対象施設の例）

②熊本ノリ養殖業経営再開準備緊急支援対策事業

ノリ乾燥機を点検・整備するための計画の策定及
び点検・整備に係る掛増し経費を支援

ノリ産地全体を計画的・効率的に復旧するための
（１）点検計画の策定
（２）点検・整備に係る係増し経費
を支援

21


	280830セット【予算課了】
	280830セット【予算課了】
	280825閣議決定後廊下置き
	【額あり（廊下置き用２）】28年度補正予算の概要
	廊下置き
	廊下置き
	廊下置き
	01【PR版】水産業競争力強化緊急事業
	02【ポンチ絵】水産業競争力強化緊急事業
	スライド番号 1



	03【PR版】水産物輸出拡大緊急対策事業

	廊下置き



	04【ポンチ絵】水産物輸出拡大緊急対策事業（ポンチ絵）
	280830セット【予算課了】
	280830セット【予算課了】
	280825閣議決定後廊下置き
	廊下置き
	廊下置き
	廊下置き
	07【PR版】漁業構造改革総合対策事業
	08【ポンチ絵】漁業構造改革総合対策事業
	スライド番号 1

	09【PR版】水産基盤整備事業
	10【ポンチ絵】水産基盤整備事業
	スライド番号 1




	廊下置き
	廊下置き
	廊下置き
	05【PR版】韓国・中国等外国漁船操業対策事業
	06【ポンチ絵】韓国・中国等外国漁船操業対策事業
	スライド番号 1




	廊下置き
	廊下置き
	廊下置き
	11【PR版】災害復旧事業

	12【PR版】漁港海岸事業
	13【ポンチ絵】漁港海岸事業
	スライド番号 1





	14【ＰＲ版】強い水産業づくり交付金（平成28年熊本地震）
	280830セット【予算課了】
	15【ポンチ絵】強い水産業づくり交付金（平成28年度熊本地震対応）
	スライド番号 1






